
公  告  第２３６号 

令和 ７年 ８月 １日 

 

被 保 険 者 各 位 

 

三越伊勢丹健康保険組合 

理 事 長   嘉 納  亜 紀 子 

（公 印 省 略） 

 

 

 

諸 規 程 の 一 部 変 更 に つ い て 

 

 

 

このたび、下記のとおり規程を一部変更しましたので、公告いたします。 

 

 

記 

 

1. 「会計事務取扱規程」を、別紙「新旧条文対照表」のとおり変更する。 

 

 

附 則 

 この規程は、令和 ７年 ８月 １日から施行する。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧条文対照表 

変更後 変更前 

三越伊勢丹健康保険組合 

会計事務取扱規程 

 

（帳簿の備付） 

第３条 この組合は、次の会計帳簿を備える。 

出納関係（略） 

   財務関係（略） 

   徴収関係（略） 

   人事関係 

     一.賃金台帳 

     二.源泉徴収簿 

 

（執行日の記録） 

第１１条 収入又は支出を終了したときは、そ

の決議書に執行日を記録しなければ

ならない。 

 

（出納員の交替） 

第１６条 出納員である職員が交替したとき 

は、前任者は後任者と立会のうえ、

関係帳簿と現金等の照合をし、速や

かに引き継ぎを行い、双方連署のう

え、事務引継書を作成し、常務理事

に提出しなければならない。 

   ２ （略） 

 

（歳入の過誤納及び歳出の過誤払の整理） 

第２０条 歳入の過納となった金額は、これを

収入した科目から払い戻すものとす

る。 

２ 歳出の過払、誤払となった額、現金、

概算払、前渡金等の精算返納の金額

は、各々それを支払った科目に戻入

するものとする。 

 

 

 

三越伊勢丹健康保険組合 

会計事務取扱規程 

 

（帳簿の備付） 

第３条 この組合は、次の会計帳簿を備える。 

出納関係（略） 

   財務関係（略） 

   徴収関係（略） 

   人事関係 

     一.給与支払明細簿 

     二.源泉徴収簿 

 

（執行日の記入） 

第１１条 収入又は支出を終了したときは、そ

の決議書に執行日を記録しなければ

ならない。 

 

（出納員の交替） 

第１６条 出納員である職員が交替したとき 

は、前任者は後任者との立会のうえ、

関係帳簿と現金等の照合をし、速や

かに引き継ぎを行い、双方連署のう

え、事務引継書を作成し、常務理事

に提出しなければならない。 

   ２ （略） 

 

（歳入の過誤納及び歳出の過誤払の整理） 

第２０条 歳入の過納となった場合は、これを

収入した科目から払い戻すものとす

る。 

２ 歳出の過払、誤払となった額、現金、

概算払等の精算返納の金額は、各々

それを支払った科目に戻入するもの

とする。 

 

 

 



新旧条文対照表 

変更後 変更前 

（前金払及び概算払） 

第２３条 次に掲げる経費については、平成１

９年２月１日付け保保発第０２０１

００１号「健康保険組合における会計

及び財産管理事務の取扱いについて」

（以下「１９年通知」という。）に基

づき、前金払いをすることができる。 

     一 ～ 十 （略） 

   ２ （略） 

   ３ （略） 

   ４ 前金払、概算払については前金払、

概算払整理簿に記帳し、経過を明確に

しておくこと。 

（契約の方法） 

第３２条 売買、貸借、請負、その他の契約を

する場合は、あらかじめ契約しようと

する事項の予定価格を定め、競争入札

としなければならない。 

   ２ 競争入札とすることが明らかに不

利と認められる場合のほか、次に掲げ

る事例のような場合には、原則として

２者以上から見積書を徴したうえで、

随時契約として差し支えないものと

する。 

    一 ～ 二 （略） 

    三 予定価格が４００万円を超えない 

工事又は製造をさせるとき。 

    四 予定価格が３００万円を超えない 

財産を買い入れるとき。 

    五 予定賃借料の年額又は総額が１５ 

０万円を超えない物件を借り入れる

とき。 

    六 予定価格が１００万円を超えない 

財産を売り払うとき。 

    七 予定賃貸料の年額又は総額が５０ 

万円を超えない物件を貸し付けると

き。 

（前金払及び概算払） 

第２３条 次に掲げる経費については、平成１

９年２月１日付け保保発第０２０１

００１号「健康保険組合における会計

及び財産管理事務の取扱いについて」

（以下「１９年通知」という。）に基

づき、前金払いをすることができる。 

     一 ～ 十 （略） 

   ２ （略） 

   ３ （略） 

   ４ 前金払、概算払については、前金払、

概算払整理簿に記帳し、経過を明確に

しておくこと。 

（契約の方法） 

第３２条 売買、貸借、請負、その他の契約を

する場合は、あらかじめ契約しようと

する事項の予定価格を定め、競争入札

としなければならない。 

   ２ 競争入札とすることが明らかに不

利と認められる場合のほか、次に掲げ

る事例のような場合には、原則として

２者以上から見積書を徴したうえで、

随時契約として差し支えないものと

する。 

    一 ～ 二 （略） 

    三 予定価格が２５０万円を超えない 

工事又は製造をさせるとき。 

    四 予定価格が１６０万円を超えない 

財産を買い入れるとき。 

    五 予定賃借料の年額又は総額が８０ 

万円を超えない物件を借り入れると

き。 

    六 予定価格が５０万円を超えない財 

産を売り払うとき。 

    七 予定賃貸料の年額又は総額が３０ 

万円を超えない物件を貸し付けると

き。 



新旧条文対照表 

変更後 変更前 

八 財産の売買及び物件の賃貸以外の 

契約でその予定価格が２００万円を

超えないものをするとき。 

    九 （略） 

   ３ （略） 

 

（契約書の作成） 

第３３条 前条に基づき契約を行う場合は、次

の事項を詳細に記載した契約書を作

成しなければならない。ただし、契約

金額が２５０万円を超えない場合（法

令及び通知並びに他の規程に契約書

の作成又は契約書への記載の指示に

ついて規定されている場合を除く。）

は契約書の作成を省略することがで

きる。 

     一 ～ 三 （略） 

     四 契約保証金 

     五 ～ 九 （略） 

 

（物品の定義） 

第３６条 この章において物品とは、組合の所

有に属する備品（固定資産を除く）及

び消耗品をいう。 

   ２ （略） 

   ３ 消耗品とは、事務用器具機械類その

他の設備品で耐用年数が１年未満の

ものまたは取得価格が５万円未満の

もの、事務用消耗品、消耗器材、役職

員のための新聞雑誌、パンフレット類

の図書をいう。その他、短時日に消耗

しないが、その性質が長期使用の適し

ないもの及び器具機械として整理し

がたいものをいう。 

附 則 

この規程は、令和 7 年 8 月１日から施行する。 

    八 財産の売買及び物件の賃貸以外の 

契約でその予定価格が１００万円を

超えないものをするとき。 

    九 （略） 

   ３ （略） 

 

（契約書の作成） 

第３３条 前条に基づき契約を行う場合は、次

の事項を詳細に記載した契約書を作

成しなければならない。ただし、契約

金額が１５０万円を超えない場合（法

令及び通知並びに他の規程に契約書

の作成又は契約書への記載の指示に

ついて規定されている場合を除く。）

は契約書の作成を省略することがで

きる。 

     一 ～ 三 （略） 

     四 補償金額 

     五 ～ 九 （略） 

 

（物品の定義） 

第３６条 この章において物品とは、組合の所

有に属する備品（固定資産を除く）及

び消耗品をいう。 

   ２ （略） 

   ３ 消耗品とは、事務用器具機械類その

他の設備品で耐用年数が１年未満の

ものまたは取得価格が５万円未満の

もの、事務用消耗品、消耗器財、役職

員のための新聞雑誌、パンフレット類

の図書をいう。その他、短時的に消耗

しないが、その性質が長期使用の適し

ないもの及び器具機械として整理し

がたいものをいう。 

 


